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研究成果の概要：本研究は、日本で実施検討中の木質バイオマス発電事業を対象にして、次の 2
点について検討した。 1つ目は、その事業を経済面（地域・産業の振興（採算性））、環境面（環

境影響）、社会面（雇用創造）の 3側面からより良い成果が期待できる事業プロセスモデルを明

らかにした。 2つ目は、事業対象地域において想定される自治体、私営や公営の事業者、住民・

NPOの 3主体が、上記の事業プロセスをシミュレーションすることにより最適なプロセスを決定

でき、また、事業実施後の業績評価にも耐えうる環境会計情報システムモデルを提示した。
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1. 研究開始当初の背景

世界各国における木質バイオマスエネルギ

ー事業の現状については、『バイオマス情報へ

ッドクォーター』の調査によれば、日本以外
に、スウェーデン、イタリア、 ドイツなどの

EU諸国で行われている。そのうち、スウェー

デンでは、先進事例が研究論文や雑誌等で数

多く取り上げられ、その現状が明らかにされ

ている。日本の経済産業省『平成 16年度地球

温暖化対策関連データ等に関する調査報告
書』でも、同国では、国内で使用するエネル

ギーの約 20％を木質バイオマスで賄っている、

ということから、 EU諸国の中でもトップレベ

ルの状況である。こうした背景には、国民の

環境保全に対する理解の高さだけではなく、

1990年代に制度化された炭素税や硫黄税など

の環境税が免除されることがある。

このように、スウェーデンでは、国レベル

の経済政策に依拠した形で木質バイオマスエ

ネルギー事業が機能しているために、日本で

も、こうした取り組みを参考にし、自治体、

事業者、 NPOなどが、国内の木質バイオマスエ

ネルギー事業の実施や普及に努めている。し

かし、日本では、バイオマス変換技術や環境

政策に関する研究は数多く存在するが、地域

性等を考慮しながら、地域・事業経営の視点

から望ましい木質バイオマスエネルギー事業

体系を明らかにする研究は理論的にも、実践

的にも十分に行われていない。なお、こうし

た研究動向は、スウェーデンを含めた EU諸国

や米国等の他の国でも同様である。

こうした現状から、本研究では、当該地域

に見合ったより良い事業体系が選択できる方

法を明らかにするために、木質バイオマスエ



ネルギー事業の業績評価や問題点の抽出、お
よびその解決策に関する分析・検討モデルに
ついて検討した。

2.研究の目的
近年の温室効果ガス濃度の増加によって世

界各国に地球温暖化の影響を及ぼしている状
況において、日本では、その対策の 1つとし
て、 2002年に政府により公表された『バイオ
マス・ニッポン総合戦略』を契機に、バイオ
マス政策・事業が各地で行われている。その

うち、未利用の間伐材や支障木等の木質バイ
オマスを利用したエネルギー事業について、
そのメリットは、当該地域内に存在する森林
の機能を高めることができる。また、カーボ
ン・ニュートラルという特性を生かすことが

できるために、地域内で発生する CO2を削減
でき、地球温暖化問題への直接的解決ができ
る。さらに、新たな産業の生成やそれによる
雇用を新たに生み出すことができるために、
その地域のさらなる振興にも大きく寄与する。
一方、デメリットは、バイオマスとして利用
する材料や生成されるエネルギーの安定供給
やその事業の採算性を高めることが難しいた
めに、長期間において事業継続しにくいとい
う問題が存在する。確かに現在、日本におけ
る木質バイオマスエネルギー事業は、上記問
題が原因となっているために、経済面（地域・
産業の振興（採算性））に加えて、環境面（環
境影響）や社会面（雇用創造）の 3つの側面
についてバランス良く成果を上げている事例
はほとんど存在していない。
現在、この事業に関する研究は、先進事例

の多い欧米（特にスウェーデン）や日本にお
いて行われているが、その多くがバイオマス
変換技術の開発や環境政策形成の方法に関す
る研究が中心となっている。しかし、木質バ
イオマス事業を地域に根ざし、継続的に行っ
ていくためには、上記研究も考慮に入れた経
営学・会計学からの新たな研究が必要不可欠
である。すなわち、事業関係者が、既述した
木質バイオマス事業のメリットを実現させる
政策や事業計画に基づく事業プロセスを、上
記 3側面からシミュレーション（事前評価）
しながら検討でき、また、事業実施後の業績
評価（事後評価）にも耐えうる環境会計情報
システムの研究である。
そこで、本研究では、図 lに示したように、

事業関係者として自治体、私営や公営の事業
者、地域住民の 3主体を想定し、この 3主体
が、いくつかの事業プロセスをそれぞれの意
思決定の視点から既述した 3側面に基づいて
評価し、この結果に基づいてその地域により
良い成果をもたらすと考えられるプロセスを
決定することを支援する環境会計情報システ
ムモデルを提示する。

図l バイオマス環境会計情報システムの概念図

3.研究の方法
(1) 平成 19年度の研究方法

平成 19年度は次の 2点について検討する。
まず 1つ目は、農林水産省や林野庁を始め、

NEDOや（社）林業機械化協会等で公表されてい
る調査報告書や統計資料を用いて、日本にお
いて周囲が森林に囲まれた地域内で、自治体、
事業者、地域住民の 3主体が協働して現在実
施中あるいは実施予定のバイオマスエネルギ

ー事業モデルの現状と特徴について整理する。
なお、ここでは、次の 8項目に分類して整理
する。すなわち、①使用している木質バイオ
マスの種類、②事業対象地域の特性、③事業

体系、④事業関係者、⑤評価手法や項目、⑥
事業に関わる法規制や政策、⑦検討課題、⑧
将来の方向性である。

次に 2つ目は、 1つ目の検討結果を反映させ
る形で、環境会計情報システムモデルを検討
する。そのために、ここでは、上記調査から
明らかになった長野県飯田市における木質バ
イオマス事業を対象とした環境会計モデルに
基づいたデータ分析・管理システムの構築を
試みる。

(2) 平成 20年度の研究方法

平成 20年度は、前年度の成果に基づいて次
の2点について検討する。

まず 1つ目は、前年度調査した日本各地（特
に、北東北 3県）で公表されている木質バイ
オマスエネルギー事業に関する報告書や諸文
献（前年度と同じように農林水産省や林野庁
を始め、 NEDOや（社）林業機械化協会等で公表
されている調査報告書や統計資料）をさらに
収集し、これらを用いて自治体、事業者、地
域住民の 3主体が協働して現在実施している、
あるいは実施予定とされている事業の現状と
特徴について整理する。そうして収集した資
料は、前年度作成した 8項目からなる調査表
に分類して整理し、事業モデルの特徴につい
て明らかにする。
次に 2つ目は、上記 lつ目の検討結果の中



で先進的な事例を対象に、前年度提示したバ
イオマス環境会計モデルに基づく情報システ
ムの構築と実践適用可能性および拡張可能性
について検討する。なお、情報システムの構
築においては、ビジネスモデリングソフトウ
ェア (KBSI社 EAW) や表計算ソフトウェア

(Microsoft Excel) を用いて行っていく。ま
た、そのシステムの実践適用可能性や拡張可
能性については、システム上で把握された環
境負荷物質等の物量データやその削減や抑制
等に要したコストおよび削減効果等の数量デ

ータを用いて、バイオマス政策・事業を実施
することによる有効性および効率性を明確で
き、また、次年度新たに獲得が可能となる効
果への対策方法も検討できる利用方法につい
て提示する。

4.研究成果
本研究では次の 2点について実施した。す

なわち、日本の木質バイオマスエネルギー事

業を瞬時に探れるデータベースの構築と、同
事業を対象とした環境会計情報システムの基
礎モデルの構築である。

(1) 日本の木質バイオマスエネルギー事業
のデータベース構築

① 平成 19年度の研究成果
平成 19年度は、日本各地で公表されている

木質バイオマスエネルギー事業に関連する報
告書や諸文献、また、農林水産省や林野庁を
始め、 NEDOや（社）林業機械化協会等で公表さ
れている調査報告書や統計資料、そして、事
業関係者へのヒアリング調査結果に基づいて、
木質バイオマスエネルギー政策・事業例を①
都道府県、②市町村名、③事業実施主体（事
業関係者）、④担当課・部署、⑤連絡先、⑥
事業開始（事業予定）年度、⑦使用バイオマ
スの種類、⑧事業内容（事業体系）、という 8

点から調査し、この結果を MicrosoftのExcel
を用いてデータベース化して整理した。こう
した調査から、日本各地で展開されている事
業の現状やその特徴を明らかにでき、また後
述する環境会計モデル（あるいは政策・事業
評価モデル）の構築対象を特定化することが
できた。
② 平成 20年度の研究成果
平成 20年度は、前年度の成果に基づいて次

の 2点について検討した。まず 1つ目は、昨
年度調査した日本（北東北 3県）とスウェー
デンで公表されている木質バイオマスエネル
ギー事業に関する報告書や諸文献をさらに収
集し、分析した内容や、ヒアリング調査を行
った結果をもとに、国内外の自治体、事業者、
地域住民の 3主体が協働して現在実施中ある
いは実施計画中の事業の現状と特徴を整理し
た。なお、整理した内容は、前年度設定した 8

項目に、同年度計画していた 5項目（①事業

対象地域の特性、②評価手法や項目、③事業
に関わる法規制や政策、④検討課題、⑤将来
の方向性）を追加して分類している。
構築したデータベースは、先進的な事業モ

デルやその特徴等が瞬時に検索できるシステ
ムとして利用することができる。そのために、
後述する環境会計情報システムの構築とその
実践適用可能性および拡張可能性を検討する
ための対象地域を特定化していく基礎資料と
して利用することができる。

(2)環境会計情報システムの基礎モデル

① 平成 19年度の研究成果
平成 19年度は、事業化の事例が比較的多い

木質ペレット事業だけではなく、将来的に地
域利用を想定した、図 2の長野県飯田市のよ
うな発電事業を対象とし、その評価モデルと
なる環境会計モデルについて検討した。

図2 林間型バイオマスエネルギー事業例

図2の発電事業のプロセスは、森林所有者、
森林組合、製材業者、木工業者から発生する
バイオマスをチップ化業者がチップ化し、こ
れを発電の燃料として利用する。そして、発
電後生み出された電力や焼却灰は、電力会社
や農家に販売する（焼却灰は一部委託処理さ
れる）、といった事業プロセス、つまりバイ
オマスチェーンを形成することになる。した
がって、環境会計モデルは、このチェーンを
評価対象とし、当該地域内の自治体、私営や



精耗

公営の事業者、地域住民の 3主体が、政策・
事業をシミュレーションでき、また、 事業実
施後の分析・評価ができるような機能を持た
せたツールとなる。

そこで、モデルの構築ポイントは、次のと
おりである。まず、 1)LCAに基づいて、事
業主体ごとに使用した物質・エネルギーや発
生した環境負荷物質を把握し、 2) 1) に基づ
いて、バイオマスコスト（バイオマス製品や
副産物にかかるコスト、環境保全コスト、地
域社会関連コスト）と収益（販売益と逆有償

や補助金による収入）および環境保全効果
（年度ごとの環境負荷物質の削減量）や経済

効果（年度ごとの環境保全コストや地域社会
関連コストの削減額）を把握し、 3)環境面、
経済面、社会面を分析・評価できるモデルを
構築する、というプロセスになる。また、 4)

この事業は、木材の樹齢（齢級）により森林
の管理・搬送等にかかるエネルギー消費量、
環境負荷物質量、コストが変化することや、
発電後に生じる焼却灰等の廃棄物の処理に
要するエネルギーやコストも発生するため
に、これらの点も考慮に入れることが必要に
なる。以上の 1) から 4) の点を考慮に入れ

たモデルを示せば、次のようになる。
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集計し、その成果（収益や効果）を評価でき
る。また、物量と貨幣の両データを用いた多
面的な分析・評価をするために、インベント
リデータフォーマット内に設定された各事
業体の主活動および支援活動と、他のフォー
マット内に設定されたそれらに関連する経

済活動あるいは環境保全活動の項目を結び
付け、 3つのフォーマットを連携させている。
② 平成 20年度の研究成果
平成 20年度は、前年度提示した、図 3で示

したバイオマス環境会計モデルに基づく情報
システムモデルの構築と、 （1) で述べたデー

タベースの検討結果において先進的な事例を
対象にしたシステムモデルの拡張可能性を検
討した。

まず、前者においては、飯田市で現在検討
中の木質バイオマス発電事業プロセスを対象
としたシステムモデルを、 KBSI社の EAWのビ
ジネスモデリングソフトウェアと Microsoft
の Excelの表計算ソフトウェアを用いて構築

するとともに、事業関係者である自治体、事
業者、地域住民が、そのシステム（図 4)を用

いて、事業のさらなる有効性および効率性を
把握できる利用方法を検討した。

バイオス鑽・事●"•DB:.IIフォーマット

Ill菖と!i’ 昌

“ 亘'’
l lli・I | 

＇ ・-I 11111 
l milll 

＇ 
I 

I 

置 1111 1111 11鎧 |•一 1-己... | 

： ●國iF 戸
IIll 

蘊¥IIaI•ヽI．． |デ|デ|r-f P'"" 
~~l~I已 F ―
1~..ト...-.. | 

ill 置璽＇ |=•.:===== ::::―-- ---| ， 

図 4 林間型バイオマス環境会計データベース例

図 4のデータベースは、 「活動 ID」に番

号を入れることにより、活動別に発生する物
質 ・エネルギーや各種コストや、活動後に明

らかになる収益や効果が明確にできる。なお、
これらのデータは、数量化だけではなく、グ
ラフ表示も可能である。また、 「対策方法」
欄には、次年度以降に効果を獲得していく検



討情報、つまり記述情報を表示することもで
きる。そして、有効性や効率性については、
「総合評価」の欄に表示され、事業開始前に

設定された事業計画値（目標値や予算数値）
と実際の活動実績（実績値）との差異を明ら
かにできる。事業関係者である 3主体は、図 4

のデータベースを用いて、経済面、環境面、
社会面から評価でき、また、今後の経営戦略
や事業計画の方向性も検討できる。

また、事業計画時に、利用する資源別に当
該地域に見合った事業ケースをシミュレーシ

ョンしていく場合は、経済活動及び環境保全
活動の項目に「化石燃料由来」と「バイオマ
ス資源由来」の項目を設定し、各種データを
収集することにより可能になる。さらに、こ
の事業において高い関心が寄せられている森
林の多面的機能（生物多様性機能、地球環境
保全機能、士砂災害防止機能／士壌保全機能、
水源涵養機能、快適環境形成機能、保健・レ
クリエーション機能、文化機能、物質生産機
能の 8種類）の評価については、それぞれ定
量化できるが、すべての機能と林間型バイオ
マス事業の関係付けは非常に困難である。そ
のために、地球環境保全機能の CO2吸収のよ
うに関係付けが容易な機能の影響を評価して
いくことが必要である。しかし、そのままの
モデルで評価することは容易ではないために、
図 4の既存データベースに公益的機能評価デ
ータベースを新たに追加し、それぞれを連携
させていくことが必要となる。
次に、後者においては、青森県内で先進的

に事業展開している、図 5に示した藤崎町の
バイオマスタウンを対象に、構築したシステ
ムモデルの拡張可能性について検討した。
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図5 藤崎町のバイオマスタウン事業

このタウン事業は、 4種類の事業（食品残演
等のメタン発酵によるガス化事業、下水汚泥

のコンポスト化事業、資源作物を用いた生分
解性プラスチック製造事業、家畜排泄物等の
堆肥化事業）が計画され、現在では計画通り
に進んでいるものや、施設の未整備や製品特
性の研究調査等により取り組みが十分に進ん
でいないものも存在する。そこで、この事業
の評価モデルの対象については、比較的に事
業化が進んでいる、図 6に示した家畜排泄物
等の堆肥化事業に着目した。
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図6 家畜排泄物等の堆肥化事業プロセス

図 6は、豚や鶏から排泄される糞と木屑や
もみ殻等を用いてそれぞれ堆肥を生産し、そ
れがにんにくの圃場やトマト畑の肥料として
利用される。そして、にんにくやトマトの農
産物は近隣の農協や百貨店等で販売される、
といっプロセスとなっている。このプロセス
を対象としたフォーマットが図 7である。
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図7 堆肥化事業評価フォーマット

図7の評価フォーマットに基づくデータベ

ースは、図 4のモデルを参考にすれば構築が
可能となる。なお、バイオマスタウン事業全
体を考慮に入れて評価していく場合は、上記
の堆肥化事業やメタンガス事業に関わる地
元農家のように、複数の事業に関わっている
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事業体が存在するために、この点に注意して
モデル構築を行っていかなければならない。
その際は、たとえば、堆肥化事業評価フォー
マットの「地元農家」とメタンガス事業評価
フォーマットの「地元農家」の同じ項目を連
携し、その事業者の業績やその結果のタウン
事業全体に寄与する割合を評価していく、と
いう方法を他の事業者にも滴用していけば、
タウン事業全体を評価できるシステムモデ
ルの構築が可能となる。

(3)研究成果の意義

本研究は、周囲が森林に囲まれた地域の
振興を生み出す木質バイオマスエネルギー
事業プロセスをシミュレートして決定した
り、そのプロセスの業績評価を行うための

環境会計モデルや、自治体、事業者、地域
住民が共有できる環境会計情報システム、
そして、このシステムの実践的用可能性や
拡張可能性について提示した。こうした成

果は、現在実施中あるいは実施予定中の欧
米や日本の地域に対してバイオマス事業も
考慮に入れた新しい地域・事業経営の方法
やその評価システムの構築方法として提案
することができる。また、バイオマス政策・

事業は、一般・産業廃棄物量の減量化、森
林の効果的かつ効率的な保全・管理の実施、

温室効果ガス削減や地域・産業振興および
雇用創造等の環境保全•まちづくりへの貢
献、といった他の政策・事業とも関連し、
より良い影響を与える可能性を秘めている
ために、自治体の事業担当者は、構築した
システムを、都道府県および市町村レベル

の政策決定にも有効的なツールとして利用
することができる。
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